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1概要書
病院は他のサービスとは一線を画した人の命を預かるサービスを提供している。このよ
うな特徴から、病院が営利を追及することは病院の役割やその機能に反していると主張す
る立場があり、その主張には賛同できる点もある。しかし現在、病院経営は大変厳しい状
況に置かれており、病院が倒産するといった考え難い事実が起こっている。病院が非営利
組織であるかについてはその機能や役割によっても左右されるため名言できないが、いず
れにしても病院には社会的インフラとしての役割を果たす必要があると考える。そのため
には倒産を防ぐのみでなく更に発展をしていくことこそが病院の役割であると考える。こ
の役割を果たすための方策は様々な見地から、複数考えられるだろう。その方策の１つと
して良好な財務業績を得、それらの余剰を活かし病院の更なる発展を促す方策がある。こ
の方策を達成するために、これを達成するためには、病院内の現状（業績）を数値化（測
定）し、これを客観的に捉え（評価）、改善するためのアクションを考え起こす、という一
連のマネジメント（管理）が必要であると考える。どのようなマネジメント・システムで
あれば、病院が果たすべき役割の達成に寄与することができるかということについて本論
文では考察を行う。
第１章では、まず第１章で病院を取り巻く諸問題をまとめた。第１項において現在病院
経営が抱えている問題について述べる。これらの問題点が生じている理由を小俣(2011)に
よって外部要因と内部要因に分類されたものをもとにまとめている。次に第２項では医療
保険制度と診療報酬について触れた。現在のわが国の国民皆保険制度の詳細とその保険制
度の仕組みについて述べた。第２節においては病院経営の現状について、倒産件数・黒字
比率などを用いてその厳しい状況が明らかにされた。第３項で問題意識として先のパラグ
ラフで述べたような筆者の考える病院の役割、倒産を防ぐのみならず更なる発展をするこ
ととそのための業績管理システムの必要性について論じた。
第２章は病院の経営管理に関する現状についてまとめた。第１節で経営管理について考
察するにあたって、病院組織の理解が重要であると考えその特徴について述べた。石井等
(2010)の指摘から、病院組織が多くのステークホルダーからの要求に応えなければならな
い状況にあること、病院組織には多くの職種があること、医療サービスの特徴などが明確
にされた。第２節では現在病院に導入されている経営手法としてバランスト・スコアカー
ド（ＢＳＣ）、診療プロトコルマネジメント、トヨタ生産方式、病院原価計算にるいて挙げ
2た。第３節において、原価計算とＢＳＣを導入している松山赤十字病院の事例を挙げ、ま
た同病院のこれらのツール導入以降の経営指標の推移についても示した。
第３章では病院経営に関する業績管理システムの意義とし、まず業績管理に関する一般
理論、先行研究についてまとめ、その後本論文における業績管理を定義した。定義を行う
に当たって、業績管理に関する用語として業績測定、業績評価についてまとめた。その後
本論文における業績管理は清水(2009)に依拠し、業績測定・業績評価をも含めた概念とい
て定義した。第２節において病院における業績とは何かについて考察した。病院における
業績を何とするかについては様々な見解があると考えられるが、本論文では最も重視すべ
き業績を財務業績とすべきとの結論に至った。それを基に病院における業績管理として、
財務業績の中でも財務費用について目標値を定めることが適していると考え、また評価に
ついてはサービス提供のプロセスにおいても評価すべきと考えた。
第４章では本論文の核である病院における業績管理システムについて考察した。第１節
病院における業績管理システムに関する先行研究をまとめた。荒井(2003)と山本(2003),
山本(2007)の先行研究を取り上げた。病院における業績管理システムに有効と考えられる
ツールを考察する前に、病院における業績管理システムが重視すべき要素として①戦略の
浸透、②業績評価システムの納得性、③プロセスの評価であると考えた。その上で、ＢＳ
Ｃを用いた目標管理を展開することが有効であるとの結論を得た。ＢＳＣを用いた目標管
理を展開している白水会白川病院のＪＡ神奈川県厚生連相模原協同病院の事例について取
り上げ、それぞれの事例について考察をした。白水会白川病院については、先に挙げた３
つの要素を満たしていると考えられた。一方ＪＡ神奈川県厚生連相模原協同病院について
は目標管理の詳細を把握できなかったため、３つの要素全てについて具備しているとは明
言できなかったが、戦略の浸透については具備していると考えた。最後に病院における業
績管理システム設計上の留意点を述べた。現場の実態に即し、組織の隅々まで浸透でき、
従業員の負担にならないような業績評価システムの設計を達成できることが望ましいとの
考察をした。
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5第１章病院経営における業績管理システムの必要性
第１節 病院を取り巻く諸問題
第１項 外部要因と内部要因
今日、病院が抱えている問題が多く存在する。国の医療費抑制政策や人口構成の変化、
医師・看護師不足など、様々な観点から諸問題があることが伺える。病院の抱える諸問題
を小俣(2011)は、外部要因と内部要因に分類し指摘している。外部要因としては、制度改
正・患者や国民の意識・医師不足と看護師不足の三点を挙げ、内部要因としては職員の意
識変化・医療スタッフと事務管理部門の協働の二点の問題を挙げている。ここに挙げられ
ている問題の内容を要約すると以下のようになる。
(図表１－１－１ 病院の抱える諸問題とその内容)
内 容
外
部
要
因
制度改正 2001 年における第 4 次医療法改正、2003 年より開始された
DPC(diagnosis procedure combination)による影響
患者や国民の意識 2007 年より開始された医療機能制度情報提供、医療サービス
の質管理・安全管理に対する患者や国民の厳しい目
医師不足と看護師不足 慢性的な医師不足・看護師不足に加え、2004 年に開始された
新臨床研修医制度に伴う地域医療への影響
内
部
要
因
職員の意識変化 職員個人のキャリアアップと組織の中でのやりがいのバラン
スの良い実現、チーム医療の実施
医療スタッフと事務管
理部門の協働
事務的サポートから経営マネジメントへの事務管理部門の役
割の変化と増大
（出所：小俣(2011)より筆者作成）
以上から明らかなように、今日の病院は様々な利害関係者のニーズや制度の変化に対応
しなければならない状況にあるといえる。これらの問題に加え、人口構成の変化つまり高
齢化の進行も病院にとって重要な問題である。患者の年齢構成の変化により病院が提供す
るサービスの内容や質、備えるべき施設に変化が生じることが予想される。この病院のマ
6ネジメント上の問題に加え、高齢化による医療費増大の傾向を受け、国はこれの財政に対
する影響を懸念し、医療費を抑制するための制度改正を行ってきたが、このことも病院に
とっては非常に大きな問題となる。この医療保険制度とそれに基づく診療報酬については
次項で詳述することとする。
第２項 医療保険制度と診療報酬
我が国の医療は医療保険制度により成り立っている。我が国の医療保険制度の概要につ
いてまとめると、以下のようになる。
（図表１－２－２ 我が国の主な医療保険の概要）
7制度名 保険者 加入者数
(千人)
主な加入者
健
康
保
険
一
般
被
用
者
協会
けんぽ
全国健康保険協会 34,828 中小企業のサラリーマン
とその扶養家族
組合 健康保険組合 29,951 大企業のサラリーマンと
その扶養家族
健康保険法
第３条第２項
被保険者
全国健康保険協会 17 健康保険法で定めるもの
船員保険 全国健康保険協会 141 船員法１条に規定されて
いる者
各
共
済
国家公務員 21 共済組合 9,181 国家公務員
地方公務員等 55 共済組合 地方公務員等
私学教職員 1 事業団体 私学教職員
国
民
健
康
保
険
農業者・自営業者
等
1,723 市町村 39,098 農業者・自営業者等、被用
者保険の退職者165 国保組合
被用者保険の退
職者
1,723 市町村
後期高齢者
医療制度
[運営主体]
47 後期高齢者医療
広域連合会
13,894 原則 75 歳以上の者
(出所：平成 23 年版厚生労働白書より筆者作成)
8図表１－１－２でまとめたものから明らかなように、我が国は「国民皆保険」の体制が
実現されている。国民は各自が加入する保険制度の下で保険者に対し保険料を支払い、病
院で医療サービスを受けた場合はその対価の一部1のみを負担することとなる。病院は、患
者から受け取った対価に加えて残りの対価については、診療報酬明細表を作成し審査支払
機関を通じて保険者に対して請求することとなる。そして再び審査支払機関を経て、診療
報酬を受け取ることとなる。この仕組みを図示すると以下のようになる。
(図表１－１－３ 保険診療の仕組み)
保険医療機関など
(病院・診療所・調剤薬局など)
審査支払機関
社会保険診療報酬支払基金
国民健康保険団体連合会
被保険者
（患者）
医療
保険者
②診療サービス（療養給付） ①保険料（掛金）の支払
⑤審査済みの請求書
の送付
⑥請求金額の支払い
⑦診療報酬の支払い
④診療報酬の請求
③一部負担金
の支払い
(出所：
平成 23 年版厚生労働白書)
病院が診療報酬を請求する際に作成する診療報酬明細表は、金額で表示されているので
はなく、実施した医療行為ごとの点数が書き記されることなる。その点数は診療報酬点数
と呼ばれ、厚生労働省によって医療行為ごとに細かく告示されている。つまり診療報酬点
1 自己負担については 3 割負担を原則とし、義務教育就学前の者・70 歳以上 75 歳未満は
2 割、75 歳以上は 1 割負担。
9数が改定になれば、同じ医療行為を行っても病院が得られる報酬は異なることとなり病院
の収益はこの診療報酬点数によって決定されることとなる。この仕組みのもとでは、制度
が変われば病院はそれらに大きく左右されることは避けられない。
第２節 病院経営の現状
病院が経営難に陥り、規模を縮小する事例や場合によっては病院が倒産に陥る事例が、
見受けられるようになってきた。2009 年に帝国データバンクのレポートによると、2001
年度から 2008 年度の病院・診療所の倒産件数は以下の数値となる。
(図表１－２－１ 病院・診療所の倒産件数)
(出所：老人福祉事業者・医療機関の倒産動向数より筆者作成)
また同レポートによると、2001 年度から 2008 年度の倒産件数のうち 28 件についてはそ
の負債額が 15億円を超えており、病院経営の厳しさを伺える。また倒産に至らずとも赤字
を抱える病院が多くあると言われている。医療法人にあたる病院と自治体病院の黒字比率
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を示すと以下の数値となる。
(図表１－２－２ 医療法人と自治体病院の黒字病院比率)
(出所：平成 21 年度 経営管理指標2より作成)
図表１－２－２から医療法人に比べ自治体病院においてより赤字3を抱える病院が多い
ことがわかる。また 2007 年に日本病院団体協議会が行った調査4によると、自治体病院の
93％、国立病院の 69％、公的病院の 59％が赤字である。病院の赤字はどの程度のものかを
示した数値が以下のもの（図表１－２－３）となる。病院の本業から得ている収益である
医業収益を 100 とした場合、医業収益に対応する医業費用の割合を示している。
2 厚生労働省の医療施設経営安定化推進事業として厚生労働省医政局の委託のもと実施さ
れている調査。平成 21 年度については株式会社日本経済研究所が委託先である。
3 経常利益がマイナスである状態。
4 平成 19 年 病院経営の現況調査
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(図表１－２－３ 医業収益対医業費用割合)
(平成 22 年 病院運営実態分析調査5より作成)
これらの赤字である病院が存続可能である理由について出月(2010,p.231)によると、「税
金による赤字の補填や、税制上の優遇措置があり、また種々の助成金が受けやすいなどの
特典があるので何とか存続が可能」と指摘している。また出月(2010)はこれらの病院につ
いて、「必要な医師や看護師などの医療従事者の増員まではとても手が回らないのが実状」
と指摘している。病院には社会的資本としての役割があるため、このような赤字の病院を
存続させることに意義はあると考える。しかし先の指摘のように赤字である状態では、患
者に対して十分な医療を提供できない場合も考えられる。このような状況に陥ってしまえ
ば、病院としての役割を十分に果たせているとは言い難いだろう。
5 全国公私病院連盟（加盟団体：全国自治体病院協議会・全国公立病院連盟・全国構成農
業協同組合連合会・日本赤十字社病院長連盟・日本赤十字社病院長連盟・全国再生会病院
長会・岡山県病院協会・日本私立病院協会）が毎年行っている調査。
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第３項 問題意識
前節まで述べてきたように、少なくはない数の病院がその経営において厳しい状態にあ
る。病院経営は制度改正などの、病院自らが解決し得ない問題によってその状況が左右さ
れてしまう一面があるのは事実である。しかし病院にはそのような状況を乗り切って存続
していく義務があると考える。なぜなら病院には社会的インフラとしての役割があるから
である。我が国は現在、国民皆保険制度を保持している。国民は保険料を支払っている以
上、一定水準の医療を受けられる権利があり、また病院には地域に居住している住民の生
活・命を守るための体制を維持する義務があると考える。病院がその体制を維持するのみ
ならず、医療技術の発展に伴い、医療サービスをより充実させていくことを患者が常に求
めていることでありまた病院の果たすべき役割でもあると考える。
病院がこの役割を果たすためにはどのような方策を用いるべきであるか、という命題に
対しては様々な立場や観点から多くの方策が考えられるであろう。本論文では管理会計の
見地からこの方策の１つとして病院における業績管理システムについての考察を行う。先
に述べた筆者が考える病院の果たすべき役割を達成するための要素の１つとして、健全な
財務成績が挙げられる。これを達成するためには、病院内の現状（業績）を数値化（測定）
し、これを客観的に捉え（評価）、改善するためのアクションを考え起こす、という一連の
マネジメント（管理）が必要であると考える。どのようなマネジメント・システムであれ
ば、病院が果たすべき役割の達成に寄与することができるかということについて本論文で
は考察を行う。
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第２章 病院の経営管理に関する現状
本章においては、病院の経営管理の現状について述べる。病院の経営管理について考察
する前提として、その経営管理を行う組織というものがいかなるものか、という理解が欠
かせないと考えた。よって本章では、まず第１節において病院組織の特徴、また病院組織
における現状について述べた後に、現在用いられている経営手法そしてそれらを用いた改
善事例について述べる。
第１節 病院組織の特徴
病院には多様な職種が存在している。医師・看護師を始めとし、その他国家資格を必要
とする専門職として病院の規模や設備に依るが、検査技師や薬剤師などの職種が挙げられ
る。またこれに加えて、医療事務や医事課に属する職員も存在している。この病院組織の
特徴・現状について石井等(2010)は、以下の八点を挙げている。
① 医師・看護師・薬剤師などの多様な専門職(プロフェッショナル)が勤務している
こと。安全な医療を行うためには、これらの専門職間での良好な連携が必要不可
欠である。
② 技術革新の発展により医療技術が高度になり複雑な医療機器が使用されている。
これは医療のブラックボックス化につながりかねない。また電子カルテなどの IT
化が進んでおり、他の科のシステムまで熟知している職員は少ない。
③ 些細なミスから患者の生命を脅かす重大な事件を引き起こすという高いリスク
を持った組織である。
④ 国民医療費の伸び、診療報酬の引き下げなどから経営効率の追求が求められてい
る。
⑤ 病院は 24 時間・365 日常に安定した医療行為が求められる組織である。
⑥ 瞬時の緊急対応が必要とされる組織である。
⑦ 患者の権利意識が向上し、患者が医療を選択する時代になりつつある。
⑧ 患者ニーズに深く対応することが求められる組織である。
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これらの八点から病院組織の特徴・現状についてまとめると大きく三点あると考えられ
る。まず一点目は今日の病院は多くのステークホルダーからの要求に応え環境変化に対応
しなければならないことである。⑦・⑧の指摘から患者からの要求が高まっていることが
見受けられ、また④からは社会全体の問題とも言える人口構成の変化などの理由から生じ
た制度改正の影響、つまり社会全体からの要求に応えなければならない現状が理解できる。
また⑤で挙げられている項目における 24 時間・365 日体制を病院が実施することは、地
域からの要求に応える意味もあることが推察される。二点目として、病院には各種の異な
った資格を持った従業員が存在し、多くの違った特徴を持った職種が存在していることで
ある。一般的な会社を考えた場合でも、機能の異なった多くの職種例えば、製造・営業・
人事・経理・研究開発などが存在している。これらの各職種において特殊な一部の部署を
除けば、部署間の人の異動は可能であり、実際に行われている。しかし病院の場合は、そ
れぞれのサービスにおいて特定の資格を有している者のみが提供できるという場合が多く
ある。例えば、薬の処方は処方箋を作成できるのは医師免を保有する者のみであり、その
薬剤を調剤できるのは薬剤師免許を保有する者のみという場合がこれに該当する。つまり、
一般事業会社のように部署間の異動を行うことはほぼ不可能である。これは病院組織固有
の特徴と言える。そして最後に、医療サービス固有の特徴が存在していることが見受けら
れる。③と⑤の項目でも挙げられているように、医療サービスには他のサービスとは一線
を画した特徴がある。それはやはり人の命を預かるサービスであることに起因していると
考えられる。
以上三点において一点目として挙げた一般事業会社ステークホルダーからの要求に応え
ることという病院の抱える現状は、一般事業会社においても同じような状況にありその環
境変化に対応していかなければならない時代であると考えられるため、この点は病院固有
の事情によって生じているとは言い難い。一方、二点目と三点目に挙げた多くの職種が存
在していることと医療サービスが人の命を預かるサービスであるという点は、病院独自の
事情に起因していると考えられる。また特に三点目に挙げた医療サービスの特殊性に関し
ては、病院が常に意識するべき義務であるともいえる。次節でも述べるが、一般事業会社
で用いられている経営手法を病院が導入している事例も現在では見られる。しかし病院に
おいて、このような経営手法を導入するような場合や、経営管理の方法を変更する場合に
おいて、効率性のみを追及したサービスの提供や組織を構築することが難しい場合もある
と考えられる。しかし、常にこれらの事情を踏まえたサービス提供の仕組みや組織を構築
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することが、病院が医療サービスを提供する立場であるための義務を果たすこととなると
考えるため。そのため、病院独自の事情から生じている病院の特徴は、組織の特徴におい
て最も重視されるべきであると考える。
第２節 病院に導入されている経営手法
病院においても一般事業会社で用いられているような経営管理のツールや経営手法が
導入されている事例が見受けられる。その中でも本論文では、導入事例がみられるバラン
スト・スコアカード、診療プロトコルマネジメントと、先進的な例としてトヨタ生産方式
を導入した事例、また日本では多くは導入されていないが北米では導入事例が見られる医
療原価計算についてを取り上げる。
第１項 バランスト・スコアカード
荒井(2005)によると、財務面と非財務面のバランスの必要性の高まり、戦略的意思決定
の必要性高まり、アカウンタビリティ要求の高まり、診療と経営の融合領域での経営管理
の重要性の高まりといったなどに対応する戦略的経営システムとしてのバランスト・スコ
アカード（以下ＢＳＣ）に対して日本医療業界から関心が高まっている。医療業界におい
てＢＳＣを導入する事例は、北米の医療業界が先駆者と言える。北米医療業界では、90年
代後半から導入事例が見られるようになった。
ＢＳＣは通常「財務の視点」、「顧客の視点」、「業務プロセスの視点」、「学習と成長の視
点」の四つの視点を用いることが知られている。医療業界ではこの四つの視点をそのまま
適用する場合もあるが、視点の名称の変更や視点を追加する場合もある。四つの視点以外
に質・アウトカムに関する視点を追加し、「顧客（満足）」「質向上」「業務プロセス」「財務」
「人材と変革」という五つの視点を利用している事例もある。視点の設定に関して荒井
(2005)は、「基本的には、各病院が各自の考え方に基づいて、各病院にとって適切な枠組み
を構築すればよい。」とし、視点の一提案として「顧客満足」「アウトカム」「内部プロセス」
「学習と提供体制」「財務基盤」の五つを挙げている。
ＢＳＣに関しては次節において事例を取り上げその作成・運用については詳しく述べる
こととする。
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第２項 診療プロトコルマネジメント
診療プロトコルマネジメントは、アメリカ医療では 1980 年代半ば以降に普及しわが国医
療界においては 1990 年代半ば以降に普及し、現在では多くの病院で実施されるに至ってい
る(荒井 2009b)。診療プロトコルマネジメントは当初医療の標準化とそれを通じた質の向
上を主目的として導入され、現在は医療サービス原価企画としての診療プロトコル開発活
動がみられるようになった(荒井 2009b)。国内において先進的に診療プロトコルに取り組
み始めた済生会熊本病院における診療プロトコル開発活動についての事例を取り上げる。
済生会熊本病院では 96 年に診療プロトコルを患者説明用ツールとしてその使用を始め
た。熊本済生会病院では、診療プロトコルの最終成果を医療の質の向上としているが、質
の向上の中身が医療管理だけでなく、コストや人件費、人員配置や病院組織構造、職員教
育・研修など広範な分野にわたるとしている。このことから診療プロトコルの目的である
医療の質の向上の意味についてコストマネジメントなどを含む広い範囲で捉えていると考
えられる。熊本済生会病院では診療プロトコル開発に向けて、医師が委員長を務め、医師・
看護師・薬剤師・理学療法士・作業療法士・臨床工学技士・検査技師・放射線技師・事務
職からなる委員会を設け、それに加えて診療プロトコル作成支援チームや原価計算チーム
などの体制を構成した。診療プロトコル開発活動の中心は医療職であり、初期の段階から
事務職が開発活動に携わることは少ない。しかし診療プロトコルの原価を見積もる際など
プロトコルを修正する際には、事務職の役割も重要となってくる。済生会熊本病院では、
詳細なプロトコルの原価についてはまだ把握されていない。そのためこれからの事務職の
果たす役割が期待される。
第３項 トヨタ生産方式
アメリカのワシントン州シアトル市にあるバージニアメイソン病院では、2001 年にトヨ
タ生産システム6を導入した。その仕組みをバージニアメイソン病院では、バージニアメイ
ソン生産システムと呼んでおり、医療業界でトヨタ生産方式の導入に成功した世界初の事
例である。バージニアメイソン生産システムの基本概念を示すと以下の図のようになる。
6 大野(1978)に詳しい
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（図表２－２－１ バージニアメイソン生産システムの基本概念）
無駄の徹底的な排除によるコスト低減
平準化
人 標準化
タクト・
タイム
原材料 カンバン 一個流し
設備・機械 アンドン プル方式
ジャスト・
イン・
タイム
自働化
バージニアメイソン生産システム
（正しいやり方で物事を行う）
（出所：川上等（2010））
この概念図は、「ハウス」と呼ばれ従業員にバージニアメイソン生産システムのコンセプト
を伝えるツールとして用いられている。大野(1978)によるとトヨタ生産方式の目的は、企業
の中からあらゆるムダを徹底的に排除することによって生産効率をあげるとされており、そ
の目的と通ずる無駄の徹底的な排除によるコスト低減が土台の一つとなっている。もう一つ
の土台となっている平準化は、「急激な変化によって業務の質を落とすことのないように、作
業の水準とベースの最適化を指す(川上等,2010)。これらの基礎にジャスト・イン・タイムと
自働化7という柱があり、ハウスの屋根には正しいやり方で物事を行う、という基本方針が記
されている。家の中には九つの部屋がある。これらが示すのは、人の作業を標準化し、原材
料をカンバン方式により適切に供給し、設備・機械をアンドンという停止装置で適切に管理
することを指す。これらにより１つの作業を行う時間に合わせて在庫を作らず、1 個流しが可
能となり結果として患者のニーズに応じたプル方式の医療サービスの提供が可能となる。
この概念の下、実際に行われた改善活動の事例を２つ挙げる。一点目は、救急診療における
7 機械に良し悪しを判断させること
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受入不可率の削減である。救急医療において受入不可となっている原因について深く分析し、
その結果初期診断を救急容態評価ツールを用い標準作業化するなどの取り組みを行った。この
結果、2008 年 12 月現在、救急受入不可時間は 17％削減された。二点目は、一次医療(プライマ
リーケア)における予約待ち日数の短縮である。一次医療を行うための診療室を全て同じレイア
ウトにし医師の作業をスムーズに行えるようにするなどの取り組みを行った。その結果、2000
年には 7 日であった予約待ち時間が 2005 年には 3日に短縮された。
バージニアメイソン病院におけるトヨタ生産方式の導入は、画期的なものであり医療サー
ビスの標準化を図ろうとする点は診療プロトコルマネジメントとも概念が一致しているため
病院が求めているツールであるともいえるかもしれない。既存の仕組みのできあがっている
病院組織に、これらのシステムを病院内で構築し、さらに運用するためには設備投資が必要
となり、それに加えて職員に対してこの概念を浸透させていくこと、また職員たちの意識を
かえていくことは大変困難であるだろう。しかし徹底的に無駄をなくす、という概念をもつ
ことは病院経営に対してプラスの影響を与えることは間違いない。バージニアメイソン病院
をはじめとし、医療業界におけるトヨタ生産方式の今後の展開に期待したい。
第４項 病院原価計算
病院における原価計算の目的を荒井(2007)の所説によって分類する。病院原価計算が先
に発展したアメリカの保険会社との交渉が活発であり、他病院との競争が激しい経営環境
の中に活動しており、これを基に分類すると、償還目的と経営管理目的に分類できるとし、
このそれぞれの目的の内容として以下のようにまとめている。
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（図表２－２－２ 原価計算の償還目的と経営管理目的の内容）
目的 内容
償還目的
（医療原価の償還目的
に関わる目的）
⑨ 原価償還のための保険機関との契約交渉目的
⑩ 無保険者に対するサービス価格決定目的
⑪ 契約交渉及び価格設定の前提としての償還対象別採算分析目
的
⑫ 保険機関への提出義務書類である原価報告書作成目的
経営管理目的
（病院内での経営管理
に関わる目的）
① 原価管理目的
② 品質改善目的
③ 短期的な遊休資源利用代替案比較目的
④ 長期的意思決定目的
⑤ 業績評価目的
⑥ 利益計画目的
⑦ 予算目的
⑧ 有効性評価目的
（出所：荒井(2007),p.2）
日本の医療界においては公的保険制度の基に病院の報酬が決定するため、図表２－２－
２で挙げた目的のうち特に償還目的に関して必要性が低かったために病院原価計算の発展
がアメリカなどに比べて比較的遅れていたと考えられる。その手法に関しても、部門別原
価計算においてアメリカでは複数基準配賦法による相互配賦法を用いている場合があるが、
基本的に日本においては単一基準配賦法による段階的配賦法に留まっている（荒井,2002）。
現在の病院経営の厳しい状況を鑑みると、償還目的での必要性は現在の日本においては
必要ないが、病院は経営管理目的として原価計算を取り入れていくことは有効であると考
える。しかし、本章前節でも述べたように、病院組織には様々な部署が存在しており、そ
れらが連携して医療サービスを提供することができる。また現在では、部署の壁を超えチ
ーム医療を提供する病院なども存在する。これらの点を踏まえると、配賦基準の設定など
について慎重に検討していくことが必要になると考えられる。
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第２節 経営手法による改善事例
本項では前節で挙げたＢＳＣと原価計算を導入している松山赤十字病院について、ＢＳ
Ｃと原価計算の概要と経営状況の推移について渕上・渡部(2011)を基に取り上げる。松山
赤十字病院は、愛媛県松山市にあり、急性期病院としての役割を担っている病院である。
第１項 原価計算
松山赤十字病院では平成 11年度より診療科別の原価計算を行っている。原価計算の結果
を平成 16年度から始めた部署別の院長ヒアリングにて各診療科に示し、認識させるように
した。しかし各診療科によって診療報酬点数には違いがあるため、診療科ごとの比較を行
うことはせず、各診療科の経年比較のみを提示している。原価計算の詳細な方法について
は、把握ができなかったが、明確な数値を示すことで原価低減に対する各診療科の実際の
アクションを促す効果を得られていると考えられる。
第２項 ＢＳＣ
松山赤十字病院では戦略が全職員に浸透させることを目的として平成 18 年度にＢＳＣ
を導入した。平成 16年度と 17年度に関しても院長によるヒアリングを実施しながら短期
戦略を作成・推進してきたが、これらがなされていないことが判明したため平成 18年度に
この問題点を解決するために、以下の７つの特徴をもったＢＳＣの導入を決定した。
① 病院の基本理念・基本方針につながる戦略の可視化
② 戦略を多面的な視点で考察
③ 戦略の全職員への浸透
④ 病院全体の戦略と個人目標の整合性
⑤ コミュニケーションの活性化
⑥ 戦略を期間的かつ体系的に検討
⑦ 戦略の達成度を指標により客観的に可視化
これらの特徴を踏まえた病院全体のＢＳＣを幹部職員で構成されるＢＳＣ作成検討会に
て 2 月から 3 月にかけて作成する。その後これを基に各部署のＢＳＣを 5月には作成する
ような作成・運用プロセスを踏んでいる。導入の 4 年目の平成 21年度には 54 部署が、翌
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年の平成 22 年度には 52部署のＢＳＣが作成されている。以下に松山赤十字病院全体の平
成 22年度の戦略マップを示す。
（図表２－３－１ 松山赤十字病院の戦略マップ）
財
務
顧
客
内
部
プ
ロ
セ
ス
学
習
と
成
果
人材の育成
働きがいのある
職場の確立
人材の育成
良質な医療の
提供
安全・安心な医療
の提供
信頼度の向上 地域医療連携の質向上
人材の育成
（出所：渕上ら[2011]pp.152-153 修正）
松山赤十字病院は、ＢＳＣの導入の効果として上述の７つの特徴（①～⑦）が、そのま
ま効果として表れたとしている。またＢＳＣを導入することにより全員参加型の病院運営
が実現され、職員のモチベーションの向上にもつながると考えている。
第３項 考察
松山赤十字病院が原価計算の結果について、各部署に示し始めたのが平成 16 年度、またＢ
ＳＣを導入したのは平成 18 年度であり、これらの導入前後の年度別の医業収益・医業費用の
推移について以下に示す。
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（図表２－３－２ 年度別 医業収益および医業費用）
15,500,000
16,000,000
16,500,000
17,000,000
17,500,000
18,000,000
18,500,000
19,000,000
19,500,000
医業費用
医業収益
（出所：渕上ら[2011] p143 修正）
平成 12 年度から 16 年度までにおいては、赤字になる年度も見受けられ収益・費用とも安定
しない。しかし平成 17 年度以降は赤字となる年度はなく、また平成 17 年度から 20 年度におい
ては、医業収益に占める医業費用の割合は 96％から 97％で安定している。これが平成 21 年度
においては 3％程度の改善も見られた。これは原価計算の結果が示され、各部署において原価
を適正にするための議論や工夫が行われ、またその議論の際の共通言語としての役割をＢＳＣ
が果たした結果ではないかと考える。ＢＳＣ導入の効果として病院の戦略の可視化と、それに
加えこれと各個人の目標との一致、また導入効果としてコミュニケーションの活性化も挙げら
れていることから組織内での共通言語としての役割が果たされていると見受けられる。
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第３章 病院経営に関する業績管理システムの意義
第１節 業績管理に関する一般理論
本節においては、業績管理における複数の主張に触れた上で第２項において本論文にお
ける業績管理の定義を行う。まず業績管理における財務情報と非財務情報の取り扱いの変
化を基に、業績管理システムの変遷について第１項で取り扱う。
第１項 業績管理に関する財務情報と非財務情報
島等(2010)によると、業績評価制度とは「業績の測定指標、業績の測定方法、業績の評
価基準、報酬の決定方法を定めるものであり、マネジメントコントロールの実行を確保す
るために必要不可欠な制度」と定義されている。また清水(2007)は、事業の業績管理
(Business Performance Management ; BPM)の定義を「設定された達成目標について、事業
の業績を評価してモニターするためのアプローチである。BPM には方法論、フレームワー
クおよび指標を含んでおり、これらは戦略の策定および評価、従業員の動機づけ、企業外
部のステークホルダーへの業績報告に役立つよう用いられる」と示している。これらの定
義からも明らかなように、業績管理に関連している用語として業績測定や業績評価という
言葉があり、またその定義に関しては様々なものが存在している。これらの用語の整理や
本論文における業績管理の定義に関する議論は次項で述べる。まず本項では、廣本(1986)
によって、管理会計システムには、「情報システム」と「影響システム」としての側面があ
るとの指摘を前提とした安酸等(2010)の主張について以下で要約する。安酸等(2010)は、
管理会計システムの一つである業績管理システムにもこの二つの側面があるとし、それぞ
れに期待される役割と批判に関して以下のように述べている。
情報システムとしての業績管理会計システムに期待されている役割は戦略立案や
資源配分に関する意思決定に有用な情報を提供することである。一方、影響システム
としての役割は、戦略の実現に向けて経営者・管理者の意思決定や行動に影響を与え
ることが期待されている。これらのどちらの役割においても、業績管理システムにお
ける業績は財務情報のみを前提とされてきたと考えられる。これらの財務情報に大き
く依存した業績管理システムは、伝統的な業績管理会計システムと呼ばれ、80年代以
降多くの研究者によって情報システムとしても影響システムとしても批判がなされ
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るようになる。前者の役割に対する批判は二点あり、経営活動のプロセスについての
情報を含んでいない点とフィードバックのタイミングが遅い点である。後者の役割に
対する批判は、管理者の近視眼的な行動を促進する点だ。
財務情報に偏った伝統的な業績管理システムに関するこのような批判に対応するために、
非財務情報を業績管理システムに組込むことが考えられてきた。そのために多くの研究や
ツールが提唱されるようになったと考えられる。そのひとつとして、ＢＳＣが 1992 年に提
唱された。ＢＳＣは当初、非財務情報を含んだ業績管理システムとしての役割を期待され
ていた。しかし今日ではその役割に加え、戦略を遂行するためのコミュニケーションツー
ルとしての役割をも果たすためのものとし、一般事業会社に留まらず非営利組織や自治体、
病院をはじめとする医療機関でもその導入の事例が多く見受けられる。これらの流れから
も、多くの組織で非財務指標の重要性についての議論がなされていると考えられ得る。し
かし、非財務指標を業績管理システムに組入れる際には、それぞれの指標の説明可能性や
公平性または財務指標との論理的な繋がりなどを慎重に考慮したうえで導入していくべき
であると考える。
第２項 本論文における業績管理の定義
前項でも触れたように、業績管理に関連している用語として業績測定や業績評価という
言葉があり、またその定義に関しては様々なものが存在している。本項では業績管理を構
成する要素には何があるかを明確にし、本論文における業績管理の定義を明らかにするた
めの考察を行う。
業績管理の最終的な目的は、組織の目指すもの（ゴール・ミッション、使命）の達成で
あると考える。ここではまず、これらのゴール・ミッション、戦略、それから設定される
目標について論じる。ゴール・ミッションまたは使命は、あいまいである場合や具体性に
欠ける場合が多い。Drucker(1990)によると、使命の表現は現実に組織員がそれらに従っ
て行動できるものである必要があり、またその使命をさらに個別具体化する必要があると
述べている。これらのゴールやミッション、使命を達成するために組織が設定するものつ
まり使命を個別具体化したものが戦略であると考える。戦略も明確な財務目標や数値が示
されていない場合が多い。すなわちこれらの戦略を達成するための最終目標を設定するこ
とが必要となってくる。今まで述べた使命・戦略・目標の関係を富士通の事例を用いて示
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すと以下のようになる。
（図表３－１－１ 富士通における使命・戦略・業績目標）
企業理念：
「常に変革に挑戦し続け、快適で安心できるネットワーク社会づくりに貢献し、豊かで
夢のある未来を世界中の人々に提供することを企業理念に変革に挑戦し続け、快適
で安心できるネットワーク社会づくりに貢献し、豊かで夢のある未来を世界中の人々に
提供すること」
基本戦略：
グローバル・インテグレーションの実現
①攻めの構造改革（既存ビジネス強化）
②真のグローバル化の加速
③新しいサービスビジネスの創造
業績目標：
①営業利益率５％超
②海外売上高比率４０％超
③フリー・キャッシュ・フロー１，５００億円超
（出所：富士通株式会社 アニュアルレポート 2011 より筆者作成）
この事例でもあるように、あいまいであった企業理念を明確な財務業績に落とし込むこ
とができる。財務業績が明確になると、各従業員が行うべきことまたそれらの時間や人員
の配置も可能となる。業績管理の最終目的を使命の達成であると考えるならば、戦略を設
定し各従業員のアクション・プランや資源配分をし、アクション・プランを実行しそれを
測定し評価するサイクルまで全てを含んだ範囲を業績管理と定義づけることが妥当と考え
る。
業績管理に関する用語が明確に区分されていない理由として、清水(2009)は「業績を計
画し、測定し、評価してフィードバックするという活動が、企業内における一連のマネジ
メントそのものであることに起因しており、そもそもこうした機能を区分したり整理する
ことに意味はないかもしれない」と指摘しており、業績管理の特質として以下の５つの項
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目を列挙している。
（１） 戦略上達成すべき「業績」の目標を設定
（２） その達成のために必要な種々のアクション・プランを策定
（３） これに対して資源を割当
（４） アクション・プランに関するサブ業績目標を設定し、環境に対応して予測
を常に実施し計画を統制
（５） アクション・プランの成果をタイムリーに測定・報告し、サブ業績目標、
そして最終的には戦略上の業績目標の達成を目指す
これらの特質を踏まえた上で、業績管理と業績測定・業績評価の関係を以下の図表のよ
うに表わしている。
（図表３－１－２ 業績管理会計の体系）
戦 略
①最終業績
目標の設定
⑥業 績 評 価
⑤業績測定
②①の詳細な達成計画
・アクション・プランの立案
・資源配分
③アクション・
プランの実行
④計画の
修正
環境予測
プロセス
情報の流れ
（出所：清水(2009）p.116)
図表３－１－２に示されているフレームワークを
理を考察することとする。
第２節 病院における業績
ここまで業績管理について
象とする業績の概念は大きく
病院における業績の定義については
れるし、また患者満足度や医療技術進歩
な中で、病院における業績を
にはそれぞれの規模や立地により
のすなわち達成すべきゴールが
念を掲げており、それらを達成
えられる。各病院の役割やミッション
績は、医業収益などの財務業績
に至った理由を以下二点述べる
一点目は、一般事業会社と
通しているからである。以下
を示している。
（図表３－２－１
基に、本論文では病院
概観してきた。しかし、事業会社などと病院
異なる。そこで本節では病院の業績について
様々な見解が存在する。例として医療
への寄与など様々なものがあるだろう
画一的に定義することは困難であると考える
役割が大きく異なり、患者や地域から求
異なるからである。また多くの病院がミッションや
するために設定する目標や評価指標も各病院
は様々であるが、多くの病院において
であると考え本論文ではこれについて考察
。
病院の事業形態や利害関係、資金の流れに関
の図では一般事業会社の顧客への製品やサービス
一般事業会社における製品・サービス提供の仕組
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における業績管
では、これが対
論じておく。
の質も考えら
。このよう
。なぜなら病院
められているも
経営理
で異なると考
重視すべき業
する。この結論
して大部分が共
提供の仕組
み）
図表３－２－１で示したように
役割は異なるが、それぞれの
す必要がある。事業を継続することで
し発展することで顧客に更なる
るのみならず企業価値を増大
可能となる。一方、病院における
(図表３－
一般事業会社と同様、病院
の要求や役割は事業会社と、
受け取る対価の全てを患者が
患者負担と保険負担の割合やそれぞれの
療報酬点数表を基に算定されているものであり
と考え、今回の考察の範囲外
を支払い、利益を出すことにより
なる。これらの比較から病院
重視すべきと考えた。しかし
会社には多くの利害関係者が存在する。
要求を満たすためには、会社は存続し続けかつ
仕入先への代金の支払いが可能になり
高付加価値の製品を提供し、株主に対して
させ株主の期待に応えることもでき、税金を
診療サービスの提供の仕組みを以下で図示
２－２ 病院における診療提供の仕組み)
にも多くの利害関係者が存在している。しかし
共通している点が多く見受けられる。患者に対
負担するわけではない点が異なっている。しかし
行為に支払われる対価は厚生労働省
、各病院のおかれている状況
とした。病院が存続し仕入先にあたる医薬品会社
患者に更なる高度な医療提供のための設備更新
においても財務成績を重視すべきであり、これを
、会社と病院において最も大きく相違している
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これらは立場や
利益を生み出
、利益を獲得
配当が可能にな
納付することも
する。
各利害関係者
して診療をし、
、これらの
が告示する診
は同一である
などに代金
が可能と
業績として
点がある。そ
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れは提供する診療というサービスの特性である。病院が行う診療は人の命を預かるもので
あり、より注意を払う必要があるサービスであると言える。先述した健康保険に関する議
論を今回の考察の対象外とした理由には、この人の命を預かるというサービスの特性も含
まれる。なぜなら財務業績を上げるために診療報酬点数の高い診療を病院が選択し、患者
に提供するという診療が病院で行われてしまう危険があるからである。これらの点から、
財務業績は最も重視すべきものとは考えるが唯一の業績を示すものであるとは考えない。
二点目は、病院内部の組織構造を考えた上でも財務業績が最も優れた指標になり得ると
考えたからである。病院内部には医師・看護師をはじめとし様々な職種と箇所が存在して
いる。それぞれの職種や箇所には様々な役割があり、すべてが直接患者に関わりのあるも
のではなく、それゆえに各部署が掲げる目標も変わってくると考えられる。この状況下で
は、ある部署は患者満足向上のための目標を掲げ、一方他の部署ではコスト低減を目標に
するという事態が起こることが想像できる。病院の中には複数の部署が存在しておりそれ
らが互いに連携して患者に診療サービスを提供しているにも関わらず、このように部署ご
とに目指すべき方向性またそれから導かれる目標が全く異なったものになっている状態で
は、部署間のコミュニケーションが円滑に行えるとは考えづらい。この問題点を解決する
には、全部署における共通言語が必要となると考える。また多くの病院ではミッションを
掲げている。このミッションは病院のミッションである以上、全部署がその達成に向けて
努力をする必要があるだろう。この達成のためにも部署間におけるコミュニケーションの
ための共通言語が必要だろう。
部署間のコミュニケーションとミッション達成のために、同じ尺度の目標を全部署が持
つことが病院内の共通言語になり得ると考える。またこの目標は各職種や部署にとって客
観的に測定できかつ公平性があるものでなければ、病院内の共通言語としての役割を果た
すことは難しい。この点を踏まえると、財務業績を各職種や部署の業績と最も客観的かつ
公平であると考えた。
以上から本論文において病院が最も重視すべき業績は財務業績であると考え、それを前
提に病院において最適な業績管理について次節以降考察していく。
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第３節 病院における業績管理
第１節で本論文において用いる業績管理の特質とそれを基にしたフレームワーク（図表
３－１－２）を示した。本節ではそのステップの内業績の設定・測定、業績評価に関して
病院の場合における具体的な内容について考察する。
第１項 業績の設定・測定
このステップでは、病院が最終的に目指すべき財務業績を設定することとなる。病院が
設定し得る指標を考察していく上で、まず病院会計準則に則した損益計算書を作成した場
合、その項目の詳細について以下の表で示す。
（図表３－３－１ 病院会計準則に則した損益計算書のひな型）
区分・科目 集計内容
医業収益 入院診療収益、室料差額収益、外来診療収益、保健予防活動収益、委
託検査・施設利用収益、その他の医業収益、保険等査定減
医
業
費
用
材料費 医薬品費、診療材料費、医療消耗器具備品費、給食用材料費
給与費 給料、賞与、賞与引当金繰入額、退職給与費用、法定福利費
委託費 検査委託費、給食委託費、寝具委託費、医事委託費、清掃委託費、保
守委託費、その他の委託費
設備
関連費
減価償却費、器機賃借料、地代家賃、修繕費、固定資産税等、器機保
守料、器機設備保険料、車両関係費
その他
医業費用
研究研修費、経費、控除対象外消費税等負担額、本部費配賦額
医業外収益 受取利息及び配当金、有価証券売却益、運営費補助金収益、施設設
備補助金収益、患者外給食収益、その他の医業収益
医業外費用 支払利息、有価証券売却損、患者外給食用材料費、診療費減免額、医
業外貸倒損失、貸倒引当金医業外繰入額、その他の医業外費用
（出所：病院会計準則を基に筆者作成）
このひな型から病院においては大きく、医業すなわち本業から得られる収益とそれに関
する費用、本業以外からの収益と費用の２つに分類できることがわかる。またその集計内
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容からは一般事業会社と類似するものも多くみられ、ここからも病院と一般事業会社の類
似点が見受けられる。本論文では病院の提供する医業の特徴を踏まえた上での業績管理を
考察する狙いがあるため、医業外収益・費用については議論の範囲から除き、本業から得
られる医業収益・費用に焦点を絞ることする。
病院の医業収益は患者１人あたりの診療報酬単価と患者数に分解できる。この２つの要
素から病院が医業収益を最も重視すべき業績とすることが妥当か否か検討する。まず１つ
めの要素である患者１人あたりの診療報酬単価についてこの数値の改善を目標に掲げた場
合、本章第２節でも触れたように、病院側が収益の高い診療内容を選択して行うことは診
療という人の命を預かるサービスの特徴を鑑みると適切ではない。２つめの要素の患者数
についてはその増加の期待に関しては限界がある点から妥当ではないと考える。本論文の
第１章第１節でも触れたように、病院は医師・看護師不足に苦しんでいる。この状況下で、
これ以上多くの患者を受け入れることは不可能であると考えられる病院もあるだろう。ま
た病院はその立地や病院の持つ役割・特徴などの原因により、急激な患者数の増加は見込
み難いだろう。以上の検討より医業収益を病院の最終業績とした場合、医業収益の集計内
容の多くは診療内容の選択という行動を促進する危険性があること、限界があることの二
点より医業収益を病院が最も重視すべき財務業績と設定することは非常に危険でありかつ
困難であると考える。
今までの検討より、医業費用を病院は重視し経営管理を行うことが適しているのではな
いかと考える。また病院が提供するサービスはそれぞれについて診療報酬点数が細かく算
定されているため、その決められた収益の中で最大限の利益を病院が稼得するには、費用
を抑えることがきわめて重要になる。
以上の検討から、病院が最終業績目標として設定するべき項目は本論文においては医業
費用であると考える。医業費用を最終業績と設定すれば、図表３－３－１の集計内容を参
照すると、各部署の業務に関連するような費目が医業費用にはある。したがって各部署に
おいて目標値を設定する際にも、これらの医業費用の項目を用いることができ、病院全体
のコミュニケーションツールの役割をも十分に果たし得ると考える。
医業費用の目標値を各部署が設定する際には、まず今現在それぞれのサービスに実際か
かっている費用を集計する必要がある。この作業を行う際、各部署は業務の各プロセスを
詳細に検討することとなる。この段階で、人の命を預かるサービスを提供するプロセスの
中で重視しなければならない点、またはプロセスの非効率な点など業務に関して各組織員
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が見直す機会となることが期待できる。この作業を通じ、より高品質なサービスの提供が
可能になり、患者満足の向上などに対しても期待できる。患者満足度と医業収益の関係は
明言できるものではないが、プロセスの見直しを通じて医業収益の向上につながる場合も
あるかもしれない。
医業費用はそれぞれ客観的に測定することが可能であるため、数値を用いて各部署の費
用を集計し、測定していくことができるだろう。病院の組織構成上、多くの業務が資格を
有している者のみが行うことが可能な場合や業務の分担が明確にされているため、各部署
にまたがって発生する費用が多く存在するとは考えづらい。しかし、部署の連携によって
サービスが提供されることを鑑みるとこのような費用が発生する場合もあると考えられる
ため、その負担割合などを明確に定めた上で測定をおこなっていく必要があるだろう。
第２項 業績評価
これまでの検討でも度々触れてきたが、病院の人の命を預かるサービスを提供している
のはまさに病院の職員であり、サービスの質の如何の大部分は彼らに依拠すると言っても
過言ではない。サービスの質を決定する職員が目標を達成するために近視眼的な行動をし
てしまう場合や低い質のサービスを提供してしまう場合が考えられる。これらの危険性を
軽減させる評価の方法を取ることが必要である。その方法の１つとして、最終的に目標を
達成したか否かのみではなく、達成できなかった場合さらには達成できた場合でも彼らの
サービス提供のプロセスについても適切な評価を行う方法があると考える。
最終的に目標を達成できたかのみを評価するのではなく、プロセスも評価するためには
評価対象期間においてその期間末のみに評価をするのでは足り得ない。またプロセスにつ
いて評価の対象にする場合における客観性は、目標の達成度のみを評価対象にする場合に
比べ相対的に低下する。これはプロセス評価の問題点である。この問題点を完全に解決す
ることは困難であるかもしれないが、軽減するための工夫が必要になる。そのための工夫
として、評価のための面接を複数回重ねることまた評価者・被評価者の双方が納得いく仕
組み作りなどが必要となると考える。
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第４章 病院における業績管理システム
第１節 病院における業績管理システムに関する先行研究
本節では病院における業績管理システムに関する先行研究を主に取り扱う。その内容は、
業績評価システムが病院のマネジメント・システムに与える影響について分析した研究と、
非財務尺度を含んだ業績管理システムと自律性に関する実証分析を行った研究である。こ
れらの病院の業績管理に特化した先行研究について扱う前に、業績管理は管理会計の一分
野であり、その管理会計を病院・医療分野において展開することに関する主張についてま
ず触れ、次節以降の考察に活かしたい。
荒井(2003)は、病院をはじめとする医療業界における管理会計の展開と、私企業で用い
られている会計と医療業界における会計との交流状況とその可能性について以下のように
述べている。
原価計算などに比べて相対的に導入が容易である経営指標による管理 90 年代半ば
以降本格化した。しかしこの指標は財務面・効率面に関する指標が中心であり、医療
の質などのいわゆる定性的な指標と統合されたものではなかった。この問題点への意
識が高まり、2000 年代になると経営管理の手法としてのＢＳＣに対する関心が高くな
った。私企業で用いられているツールをそのまま医療界に適用するのではなく、修正
なされる場合もある。例えばＢＳＣでは、顧客の視点に相当するものが上位にくるか
もしれないし、また原価計算においては社会的価値の維持を図ろうとする概念が医療
界ではしばしば見られ、配賦基準の選択などがなされることもある。このような医療
界固有の視点を考慮しつつ、私企業で用いられるツールを利用する必要があり、また
私企業会計・医療界などの公会計が互いに学び発展することが期待される。
これらの指摘でも触れられている通り、病院において一般事業会社で用いられている管
理会計のツールをそのまま適用することには組織構造やサービスの特徴から限界があると
考えられる。しかしそのツールを工夫して利用していくことは、有効であると考える。
山本(2003)における先行研究は、病院における業績評価システムを Abernethy and
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Lillis(2001)8に依って、病院のマネジメント・システムへの影響を検討している。以下が
その要約である。
① 各診療科への自律性の委譲
病院の中には戦略として市場のニーズを迅速に捉えていかなければならない病院
もある。それらの病院において外部からの専門的な知識や情報が必要不可欠となる。
病院のトップマネジメントがこれらの知識・情報に対して常に対応する力を持って
いるとは限らない。市場のニーズや機会を逃さないためにも、各診療科に対する自
律性つまり意思決定権を委譲する必要があると考えられる。
② 自律性とレスポンシビリティ構造
各診療科へ自律性を委譲することは、臨床面においての専門性を高く維持すること
に加え各診療科に資源管理面特に財務面に対する責任を求めることである。これら二
点を考慮した、レスポンシビリティ構造と業績評価システムを構築する必要があると
考えられる。
またその後、非財務尺度を含んだ業績評価システムと自律性に関する実証分析について
山本(2007)は以下の三点についての結論を示している。またこの先行研究についても先述
の Abernethy and Lillis(2001)に基づきなされている。
8仮説１：サービス・イノベーションに関する戦略的強調と現場レベルのワークユニットに対する自律性
の委譲度の間には正の関係があるだろう。
仮説２a：自律性の度合いと資源管理業績クライテリアの利用の程度の間には有意な正の関係があるだろ
う。
仮説２b：自律性の度合いと診療管理業績クライテリアの利用の程度の間には有意な正の関係があるだろ
う。
仮説３：サービス・イノベーションの強調と業績評価システムの利用程度との間にある関係は、構造的自
立性を経由して作用する間接的な関係である。
仮説４：サービス・イノベーションの戦略的強調と組織の成果(outcome)との関係は直接的なものではな
く、むしろ間接的な関係であり、その関係は構造的自律性と業績評価システムを媒介として作用する。
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① 資源管理業績基準がモニター機能も情報的機能も果たしていない。
② 自律性の委譲との対応関係に基づく財務的責任構造が明確ではない。
③ 診療管理業績基準がモニター機能を発揮できていない。
これらの山本の先行研究から、各診療科に対し自律性つまり意思決定権を委譲すること
の必要性が論じられている。しかし自律性の委譲と業績に対する責任との関係が明確では
ない現状が示されている。この現状は、業績評価システムの構築と運用、双方の不備から
生じているものと考えられる。これらの問題を解決するには、各病院・各診療科の特徴を
踏まえた業績評価システムを構築し、それを明確化し組織に浸透させることなどが必要と
なると考えられる。
第２節 病院における業績管理システムに有効と考えられるツールの考察
第１項 病院における業績管理システムが重視すべき要素
今まで述べてきた病院組織の特徴や病院の提供するサービスの特徴、先行研究を踏まえ
て、病院における業績管理システムが特に重視すべき要素は三点あると考える。一点目は、
業績の基となっている戦略の浸透である。第２章第一項で指摘した病院の組織内に様々な
職制が存在しているという特徴を踏まえると、職員全員共通の病院全体の方向性や目標つ
まり病院の戦略が組織内に浸透することは重要であると考える。二点目は、業績評価シス
テムの納得性である。病院の提供するサービスについて、複数部署の連携によって提供す
る場合が非常に多いことを第３章第３節第２項で述べた。これらのことを踏まえると、各
部署間の軋轢を生まないような透明性があり、かつその評価のプロセスを明確に示し納得
性のある業績評価システムである必要がある。三点目は、プロセスの評価である。この必
要性については第３章第３節第３項において述べた。病院が最も重視すべき業績は財務業
績であると考えるが、その財務業績をドライブしていると考えられる非財務尺度やサービ
スの提供プロセスも評価されるべきであると考える。また正木(2004)は、病院において管
理者以下の職員を評価する際、行動を主に評価することが望ましいとしている。
これらの要素を備えた業績評価システムを構築するには、ＢＳＣと目標管理が有効なツ
ールになり得ると考える。ＢＳＣの導入により戦略達成のために為すべきことが戦略マッ
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プにおいて可視化され、また戦略の浸透を図ることができる。戦略達成のための重要成功
要因を明確に認識し、自分がどのような行動をすれば戦略達成に寄与できるかが理解でき
る。またＢＳＣによれば、財務業績をドライブする他の要因と財務業績の関係性も明示で
き、職員は自らの行動と評価の関係性についての理解がしやすくまた評価者がプロセスを
評価する際にも有用である。ＢＳＣによって導かれる戦略達成のための重要成功要因実現
への目標を設定し、その目標を用いて目標管理を用いることでプロセスの評価が可能とな
り、また面談を通じて評価されるため納得性のある業績評価システムになるだろう。ＢＳ
Ｃから導かれた目標を用いた目標管理の適切な運用によって評価者と被評価者の面談を通
じ、先に挙げた三つの要素を具備した業績評価が可能になると考える。次項以降、これら
のツールを用いた経営を行っている白水会白川病院とＪＡ神奈川県厚生連相模原協同病院
について考察を行う。
第２項 医療法人白水会白川病院における事例の概要
医療法人白水会白川病院は、岐阜県東部に位置する民間病院である。白川病院では、2003
年度より目標管理を導入し、その後 2004 年度からＢＳＣ導入に着手し、2006 年度より本
格的に運用を開始した。ＢＳＣ導入の狙いは病院の方向性の一致を図ることであった。Ｂ
ＳＣ導入前に白川病院が抱えていた問題としては、ミッション・ビジョンが院内で共有さ
れていない、目標管理を行っていない部署がある、病院の方向に沿った目標管理に医師が
参加していない、などがあった。
白川病院が行っている目標管理の概要は、期間は半期（6 カ月）、方法は「いきいきカー
ド」という目標管理シートを用い、面談に際して上司はこのシートを用い両者納得の上、
目標設定・中間面談では修正、評価を行う。これらの評価が人事考課に反映される。
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（図表４－２－１ 目標管理の概要）
期間：6ヶ月（3月～8月、9月～2月）
方法：目標管理シート（いきいきカード）使用
目標設定面談、中間面談、評価面談：部長→課長→主任→一般職員
評価
人事考課
出所：中島等、2011、p.204
同病院ではＢＳＣに基づいて目標管理の展開されており、その際病院全体の目標から個
人の目標までブレークダウンされている。この目標管理とＢＳＣの関係を図で示すと以下
の図のようになり、白川病院の戦略マップは図表４－２－２の通りである。
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（図表４－２－２ 目標管理と BSC の関係）
病院目標
部門目標
職場目標
個人目標
戦略マップ
スコアカード
B
S
C
か
ら
の
落
と
し
込
み
出所：中島等、2011、p.205 修正
(図表４－２－３ 平成 21 年度の白川病院の戦略マップ)
ミッション(理念)：地域のみなさまの健康と生命を守る
ビジョン(将来像)：医療、福祉、保健、健康増進、住宅生活の連携により「しらとぴあ構想を実現する」
職員の資質アッ
プと組織強化
地域と院内におけ
るネットワークづくり
安全・安心な地
域創りへの貢献
「健康と予防」からの
新サービスの強化
財
務
の
視
点
顧
客
の
視
点
業
務
プ
ロ
セ
ス
の
視
点
学
習
と
成
長
視
点
経営の効率 病院の公共性 顧客との関係 サービスの革新性
財務の安定
収入増費用減
納得のいく
サービス
諸団体との
連携
顧客との関
係強化
多様なニー
ズへの対応
既存サービ
スの向上
新規事業
の確立
情報の
共有
広報・
営業
業務の効率化
医師との連携
情報資本の整備 組織資本の整備 人的資本の整備
出所：脇本、2011、p.283 修正
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この戦略マップを基に各部門は、部門目標を設定し個人の目標まで作りこんでいくこと
となる。その実際の例として、看護部において部門目標と病院目標の連動の一例を示す。
(図表４－２－４ 看護部目標と病院目標の連動の一例)
（病院目標）
戦略目標 重要
成功要因
成果尺度 尺度定義 目標値 アクション
プラン
担当
顧客
の視点
納得のい
くサービ
ス
ＡＤＬに
即したサ
ービス
離床した
患者数
人数 ２４ 自立支援の
７段階活用
看護
介護部
（看護介護部目標）
看護介護部
目標
重要
成功要因
成果尺度 尺度
定義
目標値 アクション
プラン
担当
顧客
の視
点
自立支援の
７段階に沿
った自立支
援
ＡＤＬに
即したサ
ービス
ステップ
アップし
た患者数
人数 2 階:10
3 階:10
在宅:2
・自立支援の７
段階の理解
・自立支援の７
段階に沿った
自立企画
・他のサービス
との連携
看護
介護部
出所：脇本、2011、pp.278-279 修正
このように病院目標と連動した部門目標が設定され、これらから職場目標（図表４－２
－３の例の場合、２階・３階・在宅の三箇所）、個人目標を目標設定面談にて具体的に設定
することとなる。
40
第３項 医療法人白水会白川病院の事例に関する考察
本節第１項で述べた、病院の業績管理システムにおいて重要である要素として挙げた①
戦略の浸透、②業績評価システムの納得性、③プロセスの評価の三つの要素を白川病院の
ＢＳＣを用いた目標管理は備えていると考えられる。
一点目の戦略の浸透に関しては、病院全体の戦略マップを示した上で各部門の目標が策
定されることから、少なくとも部門目標を設定する各部門の役職者については病院の戦略
を認識することとなる。白川病院が病院内で役職者に対し行ったアンケート調査の「ＢＳ
Ｃによって病院の進むべき方向がわかりやすくなったか」という質問に対し、八割以上が
わかりやすくなったと回答していることからも戦略の浸透が組織内でなされているといえ
ると考える。
二点目の業績評価システムの納得性に関しては、図表４－２－４で示したように病院目
標と部門目標が連動しており、それらから導かれる個人目標の一連の関係から担保される
と考える。個人目標は、「何のために・何を・いつまでに・どのようになるまでどうする」
というようにかなり具体的に設定されることになる。このように設定することで目標達成
のために自らが行うべき行動と、評価尺度・基準を職員は理解することが可能となる。こ
の理解のもとで評価が行われると考えられるため、業績評価システムへの納得性は具備さ
れていると考える。それに加え、個人目標が「何のために・何を・いつまでに・どのよう
になるまで」とかなり詳細に定められることにより、必要なプロセスのみが把握でき、ま
たそれに必要な資源の量がかなり詳細に把握できる。つまり必要な作業のみに対いて従業
員や医療品を投入し、そのプロセスに適切な時間も割り当てることができる。これにより
ひとつひとつのプロセスが効率的になり、プロセスあたりにかかる医業費用が抑えられる
と考えられる。
三点目のプロセスの評価も個人目標がかなり具体的に設定されていることから可能にな
るだろう。「何のために・何を・いつまでに・どのようになるまでどうする」を明確にして
いるため、目標設定時から評価時までの目標達成の程度を評価することが比較的容易に行
うことができる。
この目標管理が人事考課まで反映されている点を考えると、業績管理システムと考えら
れる。先述したように白川病院がＢＳＣを導入した目的は、病院の方向性の一致を意図し
ていた。しかしこのＢＳＣを導入することで戦略を明示でき、それらから個人の目標まで
をも設定できる点を勘案すると、ＢＳＣ導入により業績管理会計の体系(図表３－１－２)
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に即したシステムが構築できたといえる。これらに加え、白川病院の目標管理における中
間面談では目標の修正が行われる場合があることも体系に即していることを裏付けている。
第４項 ＪＡ神奈川県厚生連相模原協同病院の概要
ＪＡ神奈川県厚生連相模原協同病院（以下、相模原協同病院）は、相模原市の急性期の
基幹病院である。2009 年度の１日平均入院患者数は 365.9 人、外来では 1,050.4 人、平均
在院日数は 12.3 日となっている。相模原協同病院では、2004 年よりＢＳＣを導入した。
それ以前は、神奈川県厚生連の三ヶ年計画の下、病院の三ヶ年プランを作成し年間計画を
事務職と幹部のみで作成しており、このやり方では職員末端までこれらの計画が行き届か
なかった。そこで幹部だけが作成するのではなく、病院のミッション・ビジョンを明確に
し、それを達成するための病院長の方針を基に各部署へカスケードして、その目標をもと
に目標管理を行う意図でＢＳＣ導入に至った。相模原協同病院の平成２２年度の戦略マッ
プは以下のものである。
（図表４－２－５ 相模原協同病院の平成２２年度戦略マップ）
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相模原協同病院のＢＳＣの作成・運用は以下の６つのステップを通じて行われている。
① 病院長がミッション（地域医療を守る）・ビジョン（日本一の地域中核病院を目
指す）を達成するためのその年の戦略テーマを２～３個決定。
② 戦略策定会議において戦略テーマに基づいて４つの視点（「学習と成長の視点」、
「業務プロセスの視点」、「顧客（患者）の視点」、「財務の視点」）のそれぞれの
重要成功要因を決定し、戦略マップとスコアカードを策定（２月）。
③ 全職員に戦略マップとスコアカードを通達（３月）。
④ 各部署がスコアカードを作成。
⑤ 発表会（スプリングレビュー）の実施。（４月）
⑥ 上期の反省と下期に向かっての再検討（オータムレビュー）。（１０月）
相模原協同病院は、急性期病院にとって重要な要素はチーム医療と透明性と考えており、
この二点に関しては、戦略テーマの決定（①）とＢＳＣ作成（②）において重要視されて
いる。上記の②のステップにおける「戦略策定会議」とは、病院長以下、各診療科の部長、
看護部長、副看護部長、医療技術部長、事務部長、それに加えＢＳＣ委員会のメンバーが
集まり検討を行う会合を指す。各診療科の部長が集まることで通常病院経営に関心が希薄
な場合が多い医師をはじめとする専門職も経営意識を持つことが期待できる。③のステッ
プの通達は、病院長講話や病院運営会議を通じて行うこととなる。⑤と⑥の年２回のレビ
ューを通じて、目標達成に向けての行動を各部署・個人が取ることとなる。
ＢＳＣによる目標管理を導入して以後、いくつかの経営指標に改善が見られた。2006
年度には赤字決算であったものが、年々改善し 2009 年度には黒字決算に転じた。また人
件費率に関しては 2006 年度の 56.1%から 2009 年度には 46.1%に大きく改善している。
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（図表４－２－６ 人件費率と職員１人当たり事業収益の推移）
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第５項 ＪＡ神奈川県厚生連相模原協同病院の事例に関する考察
本節第１項で述べた、病院の業績管理システムにおいて重要である要素として挙げた①
戦略の浸透、②業績評価システムの納得性、③プロセスの評価の三つの要素を相模原協同
病院において満たしているかについての検討を本項では行う。
まず戦略の浸透については以下の二点の理由から達成できていると考える。一点目は相
模原協同病院のＢＳＣ運用のステップの中にＢＳＣを全職員に通達するステップがあるこ
と、二点目はそのＢＳＣの作成には各部署の部門長が参加した上でそれを基に各部署のＢ
ＳＣを作成するということである。
相模原協同病院では、目標管理を実施しているとされていたがその詳細については把握
できなかった。ＢＳＣに基づいた目標管理が展開されているのであれば、業績評価システ
ムの納得性、プロセスの評価についても具備していると考えられるがその点を明言するこ
とはできない。
しかし、図表４－２－６で示したように人件費率が年々低下した一因として、各従業員
が提供するサービスが効率的な提供が考えられる。これが達成された要因として、ＢＳＣ
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を用いて目標管理を展開していく過程において、目標設定にあたり各個人のプロセスが見
直され、必要なプロセスに必要な資源が配分されることにより、効率的に患者に提供され
るようになったと考えられる。このことにより、プロセスあたりの医業費用が抑えられ、
ＢＳＣを用いた目標管理が、経営に対してプラスの効果をもたらしていると言える。
第３節 病院における業績管理システム設計上の留意点
病院における業績管理システムにＢＳＣと目標管理を導入する場合、適切なＢＳＣの
作成と目標管理の運用が必要不可欠となることは言うまでもない。この点に関しては多く
の先行研究も存在している。本節では、これらを病院に導入する際の留意点について考察
する。
熊本済生会病院は平成八年から「行動計画書」を用いた目標管理制度を実施しており、
年俸の評価項目の一つとして「行動計画の達成」を用いていた。平成１５年からはＢＳＣ
の各視点を含んだ行動計画書を作成している。この評価制度を導入するにあたっての留意
点として正木(2004)は、以下の項目を挙げている。
・業績指標で評価する場合、十分な時間が必要
・上位者からＢＳＣの適用を開始し、組織全体をＢＳＣに慣れさせる
どちらの項目も導入に際し、時間をかけて慎重に実行していくことを示唆している。今
日、ＢＳＣ・目標管理を導入している病院は少なくない。しかしその中には、これらのツ
ールの使用を中止した病院や形骸化してしまっている病院が存在しているのも事実である。
これらのツールは多くの病院組織にとって有効なものとなり得ると考える。しかし導入を
含めたその運用方法を誤ると、その恩恵を享受できないどころか例えば職員の負担になっ
てしまうことが考えられる。病院は人の命を預かるサービスを職員達の手により提供して
いることを考えると、職員達の負担が増えてサービス提供が疎かになることはもっとも避
けなければならないことだろう。このような病院のサービス提供の特徴を踏まえると、上
記の二点の留意点に加え、先に挙げた白川病院の事例のように、より下位の職員までをも
含めて運用されていくことで現場の実態に即した業績評価システムを構築していくことが
重要となってくるであろう。
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